事　務　分　掌　細　則
株式会社●●●●
平成●年●月●日　制　定
	最終改定日
	平成●年●月●日

	主管部署
	●●部


（相互けんせい）

	第1条
	適正事務処理規程第3条（相互けんせい）に定める体制は次表のとおりとする。

部門名
役割名称
役職
事務分掌及びその権限
全部門
営業責任者
各部室長
取引金額に応じて取引の承認に係る責任を持ち、取引先等の契約に係る承認の権限等を有する。
●●部
管理責任者

●●部長
取引の内容を確認し、適正な会計処理及び書類の管理を行う権限等を有する。

会計処理、書類の保存などの実務を行う。



（定期的な検査）

	第2条
	適正事務処理規程第4条（定期的な検査）に定める体制は以下のとおりとする。

	
	(1)
	管理責任者及び経理担当者が行った経理事務について、取引内容を確認した上で、別紙1「検査報告書（経理事務用）」により、国税関係書類の受領及び支払金額が適正に処理をされているかを検査する。

	
	(2)
	営業責任者及び作業担当者が行った営業事務について、契約書、請求書及び納品書などを確認した上で、別紙2「検査報告書（営業事務用）」により、請求書控え、請求書及び領収書の金額が適正に処理をされているかを検査する。

	　　 2
	前項各号に定める「検査」は、最低、1年に1回以上、実施することとし、必要に応じ、国税関係書類をサンプルで検査することとしても差し支えない。

	　　 3
	第1項各号に定める「検査」は、検査の対象となる経理事務及び営業事務のいずれにも従事していない者が行うこととし、税理士に委託することとする。



（再発防止）

	第3条
	適正事務処理規程第8条（再発防止）に定める体制は以下のとおりとする。

	
	(1)
	前二条により、各事務に係る処理に不備があると認められた場合、その不備を確認した者が別紙3「事務処理不備報告書」を作成し、速やかに当社の経営に参画する者等に報告する。

	
	(2)
	前号に定める報告を受けた者は、その不備の内容に応じ、弁護士、税理士などの専門家を当社に意見を求めることができ、必要に応じ、原因究明や再発防止策を検討する再発防止委員会を設置することができる。

	
	(3)
	前号に定めた再発防止策は、必ず当社の経営に参画する者等に報告しなければならない。

	
	(4)
	前三号の報告書等は、不備があった国税関係帳簿書類に係る国税に関する法律の規定により保存しなければならないとされている期間まで、その不備があった国税関係帳簿書類とともに保存する。


（運用体制）

	第4条
	スキャナによる電子化保存規程第3条（運用体制）に定める管理責任者及び経理担当者は以下のとおりとする。

	
	(1)
	管理責任者　●●部長

	
	(2)
	経理担当者　●●部

	
	(3)
	営業責任者　各部室長


（主管部署）

	第5条
	本規程の主管は、●●部とする。


（改廃手続き）

	第6条
	本規程の改廃は、●●部長の決裁による。


付　則

	本細則は、平成●年●月●日から施行する。


別紙1
検査報告書（経理事務用）

平成○年○月○日

○○　○○殿
検査担当者　　○○　○○

	項目
	内容
	備考

	１　検査対象事務
	経理事務
	

	２　検査実施期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	３　検査対象期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	４　検査内容
	□ 処理されるべき書類が網羅されているか

□ 適正にスキャニングされているか。

□ 営業責任者が渡した領収書及び請求書などの書類について、改ざん等の形跡がないか

□ 入金額及び支払金額が最終的な金額と一致しているか

□ 入金額及び支払金額に漏れはないか。

□ その他


	

	５　検査結果
	□正当
□不備（事務処理不備報告書の作成）
	


別紙2
検査報告書（営業事務用）

平成○年○月○日

○○　○○殿

検査担当者　　○○　○○

	項目
	内容
	備考

	１　検査対象事務
	営業事務
	

	２　検査実施期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	３　検査対象期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	４　検査内容
	□ 回付されるべき書類が網羅されているか

□ 営業責任者から受領した請求書などの書類について、改ざん等の形跡がないか

□ 営業責任者から受領した請求書の金額について、契約書、見積書、納品書及び業務日報等を確認した結果、適正と認められるか。

□ その他


	

	５　検査結果
	□正当

□不備（事務処理不備報告書の作成）
	


別紙3
事務処理不備報告書
平成○年○月○日

○○　○○殿

検査担当者　　○○　○○

	項目
	内容
	備考

	１　対象事務
	
	

	２　対象書類
	
	

	３　発生日
	平成○年○月○日
	

	４　担当者名
	
	

	５　取引年月日
	平成○年○月○日
	

	６　不備の内容
	
	

	７　原因究明
	
	

	８　改善すべき業務とその改善方法（案）
	
	

	９　その他
	
	


�各社員が「マネーフォワードクラウド経費」を利用することを想定しており、各社員（作業担当者）→承認者（営業責任者）→経理担当者の流れを前提に作成しております。貴社の承認ワークフローを元に変更ください。


�管理部門（経理所管部署）の責任者となります。経理担当者の上長を想定しております。


�従業者が20人(サービス業や商業の場合は5人)以下の小規模事業者は特例として定期的な検査を税理士に委託することができます。税理士に委託をしない場合は<検査を担当する部署>を記載下さい。


�各社員が「マネーフォワードクラウド経費」を利用することを想定しており、各社員（作業担当者）→承認者（営業責任者）→経理担当者の流れを前提に作成しております。貴社の承認ワークフローを元に変更ください。


�「規程」（適正事務処理規程・スキャナによる電子化保存規程）を上位規則とし（取締役会決議）、その下位規則として位置付けているため、部長決裁としておりますが、各社の事情に合わせて修正してください。





